
JP 5308208 B2 2013.10.9

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定装置において、
　第１及び第２の偏光変調器と、
　前記第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象で前記光を変調せることによって得られ
る測定光を受光する受光部とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第２の波長板とを含み、
　光源から出射された光を、前記第１の偏光子及び前記第１の波長板を介して前記測定対
象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記光を、前記第２の波長板及び前記第
２の偏光子を介して前記受光部に入射させるように構成され、
　前記第１及び第２の波長板が、位置によって異なる複数の主軸方位を有し、
　前記第１の波長板の各位置における主軸方位と、前記第１の波長板の各位置に対応する
前記第２の波長板の各位置における主軸方位の比が、それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数
）であることを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第１及び第２の波長板が、光軸回りに変化する主軸方位を有することを特徴とする
偏光特性測定装置。
【請求項３】
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　請求項１又は２において、
　前記第１及び第２の波長板の複屈折位相差が９０°であることを特徴とする偏光特性測
定装置。
【請求項４】
　測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定装置において、
　第１及び第２の偏光変調器と、
　前記第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象で前記光を変調せることによって得られ
る測定光を受光する受光部とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１及び第２の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第３及び第４の波長板とを含み、
　光源から出射された光を、前記第１の偏光子、前記第１の波長板及び前記第２の波長板
を介して前記測定対象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記光を、前記第３
の波長板、前記第４の波長板及び前記第２の偏光子を介して前記受光部に入射させるよう
に構成され、
　前記第１、第２、第３及び第４の波長板が、位置によって異なる複数の複屈折位相差を
有し、
　前記第１及び第２の波長板の各位置における複屈折位相差と、前記第１及び第２の波長
板の各位置に対応する前記第３及び第４の波長板の各位置における複屈折位相差の比が、
それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数）であることを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記第１、第２、第３及び第４の波長板が、光軸回りに変化する複屈折位相差を有する
ことを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項６】
　請求項４又は５において、
　前記第１の波長板の主軸方位が、前記第１の偏光子の透過軸に対して４５°の奇数倍の
角度差を有するように設定され、
　前記第２の波長板の主軸方位が、前記第１の波長板の主軸方位に対して４５°の奇数倍
の角度差を有するように設定され、
　前記第４の波長板の主軸方位が、前記第２の偏光子の透過軸に対して４５°の奇数倍の
角度差を有するように設定され、
　前記第３の波長板の主軸方位が、前記第４の波長板の主軸方位に対して４５°の奇数倍
の角度差を有するように設定されたことを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれかにおいて、
　前記受光部で検出される光の強度分布を解析することにより、前記測定対象の偏光特性
を表す偏光特性要素を算出する演算処理部を更に含むことを特徴とする偏光特性測定装置
。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかにおいて、
　前記第２の偏光変調器から出射された光を円錐ミラーに入射させるように構成され、
　前記受光部が、
　前記円錐ミラーによって放射状に反射された光を受光することを特徴とする偏光特性測
定装置。
【請求項９】
　請求項８において、
　前記円錐ミラーが、微細な周期構造を有し、
　前記受光部が、
　前記円錐ミラーによって分光された光を受光することを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項１０】
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　請求項１乃至７のいずれかにおいて、
　前記第２の偏光変調器から出射された光を円錐レンズに入射させるように構成され、
　前記受光部が、
　前記円錐レンズを透過した光を受光することを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項１１】
　請求項１０において、
　前記円錐レンズが、微細な周期構造を有し、
　前記受光部が、
　前記円錐レンズによって分光された光を受光することを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれかにおいて、
　前記第１の偏光変調器から出射された光を前記測定対象に集光させる第１のレンズと、
前記測定対象によって変調された前記光を平行光とし前記第２の偏光変調器に入射させる
第２のレンズとを更に含むことを特徴とする偏光特性測定装置。
【請求項１３】
　測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定方法において、
　第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象によって変調された測定光を受光する手順と
、
　前記測定光の強度分布を解析することにより、前記測定対象の偏光特性を表す偏光特性
要素を算出する手順とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第２の波長板とを含み、
　前記測定光は、光源から出射された光を、前記第１の偏光子及び前記第１の波長板を介
して前記測定対象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記光を、前記第２の波
長板及び前記第２の偏光子を介して受光部に入射させることで得られる光であり、
　前記第１及び第２の波長板が、位置によって異なる複数の主軸方位を有し、
　前記第１の波長板の各位置における主軸方位と、前記第１の波長板の各位置に対応する
前記第２の波長板の各位置における主軸方位の比が、それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数
）であることを特徴とする偏光特性測定方法。
【請求項１４】
　測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定方法において、
　第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象によって変調された測定光を受光する手順と
、
　前記測定光の強度分布を解析することにより、前記測定対象の偏光特性を表す偏光特性
要素を算出する手順とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１及び第２の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第３及び第４の波長板とを含み、
　前記測定光は、光源から出射された光を、前記第１の偏光子、前記第１の波長板及び前
記第２の波長板を介して前記測定対象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記
光を、前記第３の波長板、前記第４の波長板及び前記第２の偏光子を介して受光部に入射
させることで得られる光であり、
　前記第１、第２、第３及び第４の波長板が、位置によって異なる複数の複屈折位相差を
有し、
　前記第１及び第２の波長板の各位置における複屈折位相差と、前記第１及び第２の波長
板の各位置に対応する前記第３及び第４の波長板の各位置における複屈折位相差の比が、
それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数）であることを特徴とする偏光特性測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定装置及び偏光特性測定方法に関
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する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、測定対象の偏光特性を測定する手法として、２重回転位相子法が知られてい
る（例えば、特許文献１参照）。この手法では、位相子を回転させる機械駆動が必要であ
り、装置が大型化する。また、機械駆動を必要としない液晶リターダを用いた偏光特性の
測定手法として電気光学変調法が知られている（例えば、特許文献２参照）。この手法で
は、４つの液晶リターダに異なる電圧を印加することで高速測定を行うことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】ＷＯ２００７／１１１１５９号公報
【特許文献２】特開２００４－２７１５１０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記２つの手法では、時系列な偏光変調を必要とするため、実時間での
測定を行うことができず、測定対象が時系列に変化する場合に適さないといった問題点が
あった。
【０００５】
　本発明は、以上のような課題に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、
実時間での測定を行うことが可能な偏光特性測定装置及び偏光特性測定方法を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　（１）本発明は、測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定装置において、
　第１及び第２の偏光変調器と、
　前記第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象で前記光を変調せることによって得られ
る測定光を受光する受光部とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第２の波長板とを含み、
　光源から出射された光を、前記第１の偏光子及び前記第１の波長板を介して前記測定対
象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記光を、前記第２の波長板及び前記第
２の偏光子を介して前記受光部に入射させるように構成され、
　前記第１及び第２の波長板が、位置によって異なる複数の主軸方位を有し、
　前記第１の波長板の各位置における主軸方位と、前記第１の波長板の各位置に対応する
前記第２の波長板の各位置における主軸方位の比が、それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数
）であることを特徴とする。
【０００７】
　本発明によれば、第１及び第２の偏光変調器によりビーム断面内の位置に応じた偏光変
調を行うことができ、１回の測定光の授受により偏光特性の測定を行うことができる。
【０００８】
　（２）また、本発明において、
　前記第１及び第２の波長板が、光軸回りに変化する主軸方位を有するようにしてもよい
。
【０００９】
　（３）また、本発明において、
　前記第１及び第２の波長板の複屈折位相差を９０°とするようにしてもよい。
【００１０】
　（４）本発明は、測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定装置において、
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　第１及び第２の偏光変調器と、
　前記第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象で前記光を変調せることによって得られ
る測定光を受光する受光部とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１及び第２の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第３及び第４の波長板とを含み、
　光源から出射された光を、前記第１の偏光子、前記第１の波長板及び前記第２の波長板
を介して前記測定対象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記光を、前記第３
の波長板、前記第４の波長板及び前記第２の偏光子を介して前記受光部に入射させるよう
に構成され、
　前記第１、第２、第３及び第４の波長板が、位置によって異なる複数の複屈折位相差を
有し、
　前記第１及び第２の波長板の各位置における複屈折位相差と、前記第１及び第２の波長
板の各位置に対応する前記第３及び第４の波長板の各位置における複屈折位相差の比が、
それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数）であることを特徴とする。
【００１１】
　本発明によれば、第１及び第２の偏光変調器によりビーム断面内の位置に応じた偏光変
調を行うことができ、１回の測定光の授受により偏光特性の測定を行うことができる。
【００１２】
　（５）また、本発明において、
　前記第１、第２、第３及び第４の波長板が、光軸回りに変化する複屈折位相差を有する
ようにしてもよい。
【００１３】
　（６）また、本発明において、
　前記第１の波長板の主軸方位が、前記第１の偏光子の透過軸に対して４５°の奇数倍の
角度差を有するように設定され、
　前記第２の波長板の主軸方位が、前記第１の波長板の主軸方位に対して４５°の奇数倍
の角度差を有するように設定され、
　前記第４の波長板の主軸方位が、前記第２の偏光子の透過軸に対して４５°の奇数倍の
角度差を有するように設定され、
　前記第３の波長板の主軸方位が、前記第４の波長板の主軸方位に対して４５°の奇数倍
の角度差を有するように設定されるようにしてもよい。
【００１４】
　（７）また、本発明において、
　前記受光部で検出される光の強度分布を解析することにより、前記測定対象の偏光特性
を表す偏光特性要素を算出する演算処理部を更に含むようにしてもよい。
【００１５】
　（８）また、本発明において、
　前記第２の偏光変調器から出射された光を円錐ミラーに入射させるように構成され、
　前記受光部が、
　前記円錐ミラーによって放射状に反射された光を受光するようにしてもよい。
【００１６】
　本発明によれば、ビーム断面内の位置に応じて偏光変調された光の強度分布を容易に検
出することができる。
【００１７】
　（９）また、本発明において、
　前記円錐ミラーが、微細な周期構造を有し、
　前記受光部が、
　前記円錐ミラーによって分光された光を受光するようにしてもよい。
【００１８】
　本発明によれば、１回の測定光の授受により波長毎の偏光特性の測定を行うことができ
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る。
【００１９】
　（１０）また、本発明において、
　前記第２の偏光変調器から出射された光を円錐レンズに入射させるように構成され、
　前記受光部が、
　前記円錐レンズを透過した光を受光するようにしてもよい。
【００２０】
　本発明によれば、ビーム断面内の位置に応じて偏光変調された光の強度分布を容易に検
出することができる。
【００２１】
　（１１）また、本発明において、
　前記円錐レンズが、微細な周期構造を有し、
　前記受光部が、
　前記円錐レンズによって分光された光を受光するようにしてもよい。
【００２２】
　本発明によれば、１回の測定光の授受により波長毎の偏光特性の測定を行うことができ
る。
【００２３】
　（１２）また、本発明において、
　前記第１の偏光変調器から出射された光を前記測定対象に集光させる第１のレンズと、
前記測定対象によって変調された前記光を平行光とし前記第２の偏光変調器に入射させる
第２のレンズとを更に含むようにしてもよい。
【００２４】
　本発明によれば、１回の測定光の授受により測定対象の屈折率楕円体の測定を行うこと
ができる。
【００２５】
　（１３）本発明は、測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定方法において、
　第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象によって変調された測定光を受光する手順と
、
　前記測定光の強度分布を解析することにより、前記測定対象の偏光特性を表す偏光特性
要素を算出する手順とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１の波長板とを含み、
　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第２の波長板とを含み、
　前記測定光は、光源から出射された光を、前記第１の偏光子及び前記第１の波長板を介
して前記測定対象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記光を、前記第２の波
長板及び前記第２の偏光子を介して受光部に入射させることで得られる光であり、
　前記第１及び第２の波長板が、位置によって異なる複数の主軸方位を有し、
　前記第１の波長板の各位置における主軸方位と、前記第１の波長板の各位置に対応する
前記第２の波長板の各位置における主軸方位の比が、それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数
）であることを特徴とする。
【００２６】
　本発明によれば、第１及び第２の偏光変調器によりビーム断面内の位置に応じた偏光変
調を行うことができ、１回の測定光の授受により偏光特性の測定を行うことができる。
【００２７】
　（１４）本発明は、測定対象の偏光特性を測定する偏光特性測定方法において、
　第１及び第２の偏光変調器と前記測定対象によって変調された測定光を受光する手順と
、
　前記測定光の強度分布を解析することにより、前記測定対象の偏光特性を表す偏光特性
要素を算出する手順とを含み、
　前記第１の偏光変調器は、第１の偏光子と第１及び第２の波長板とを含み、
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　前記第２の偏光変調器は、第２の偏光子と第３及び第４の波長板とを含み、
　前記測定光は、光源から出射された光を、前記第１の偏光子、前記第１の波長板及び前
記第２の波長板を介して前記測定対象に入射させ、前記測定対象によって変調された前記
光を、前記第３の波長板、前記第４の波長板及び前記第２の偏光子を介して受光部に入射
させることで得られる光であり、
　前記第１、第２、第３及び第４の波長板が、位置によって異なる複数の複屈折位相差を
有し、
　前記第１及び第２の波長板の各位置における複屈折位相差と、前記第１及び第２の波長
板の各位置に対応する前記第３及び第４の波長板の各位置における複屈折位相差の比が、
それぞれ１：Ｎ（Ｎは２以上の整数）であることを特徴とする。
【００２８】
　本発明によれば、第１及び第２の偏光変調器によりビーム断面内の位置に応じた偏光変
調を行うことができ、１回の測定光の授受により偏光特性の測定を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本実施形態の測定装置の構成の一例を示す図。
【図２】第１及び第２の１／４波長板の主軸方位の分布の一例を示す図。
【図３】第１及び第２の１／４波長板の主軸方位の分布の一例を示す図。
【図４】カメラによって撮像されたリングビームの画像を示す図。
【図５】本実施形態の測定装置の構成の一例を示す図。
【図６】本実施形態の測定装置の構成の一例を示す図。
【図７】カメラによって撮像されたリングビームの画像を示す図。。
【図８】変形例について説明するための図。
【図９】変形例について説明するための図。
【図１０】変形例について説明するための図。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本実施形態について説明する。なお、以下に説明する本実施形態は、特許請求の
範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではない。また本実施形態で説明さ
れる構成の全てが、本発明の必須構成要件であるとは限らない。
【００３１】
　１．装置の構成
　図１は、本実施形態の測定装置（偏光特性測定装置）の構成の一例を示す図である。本
実施形態の測定装置は、測定対象である試料３０の偏光特性を光学的に計測する装置とし
て構成されている。測定装置は、光学系１０と、演算装置７０とを含む。演算装置７０は
、演算処理部として機能し、光学系１０に含まれる光学素子及び試料３０を透過した光の
強度分布に基づき試料３０の偏光特性を表す偏光特性要素を算出する演算処理を行う。以
下、測定装置の装置構成について説明する。
【００３２】
　光学系１０は、光源１２とカメラ５０を含む。また光学系１０は、光路Ｌ上に設けられ
た、偏光子２２（第１の偏光子）、第１の１／４波長板２４（第１の波長板）、第２の１
／４波長板４２（第２の波長板）、検光子４４（第２の偏光子）、円錐ミラー６２を含む
。偏光子２２と第１の１／４波長板２４とは、偏光変調器２０（第１の偏光変調器）を構
成し、第２の１／４波長板４２と検光子４４とは、偏光解析器４０（第２の偏光変調器）
を構成する。これらの光学素子は、光源１２から出射された光を、偏光子２２、第１の１
／４波長板２４を介して試料３０に入射させ、試料３０を透過した光を、第２の１／４波
長板４２、検光子４４を介して円錐ミラー６２の頂点に入射させるように配列されている
。以下、それぞれについて説明する。
【００３３】
　光源１２は、所定の波長の光（単色光）を出射する。光源１２として、レーザやＳＬＤ
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などを利用してもよい。また光源１２は、出射する光の波長を変更することが可能な構成
をなしていてもよい。
【００３４】
　偏光変調器２０は、光源１２から出射された光を任意の偏光に変調する。偏光変調器２
０を透過した光は、ビーム断面内の位置に応じて偏光変調されたビームとなる。また、偏
光解析器４０は、試料３０を透過した光をビーム断面内の位置に応じてさらに偏光変調す
る。
【００３５】
　偏光子２２は、光源１２からの光を直線偏光とする入射側の偏光子であり、検光子４４
は、第２の１／４波長板４２を通過した光を直線偏光とする出射側の偏光子である。
【００３６】
　第１及び第２の１／４波長板２４、４２は、９０°の複屈折位相差を有する波長板であ
り、位置によって異なる複数の主軸方位を有する。そして、第１の１／４波長板２４の各
位置における主軸方位と、第１の１／４波長板２４の各位置に対応する第２の１／４波長
板４２の各位置における主軸方位の比が、それぞれ１：Ｎとなるように構成している。
【００３７】
　図２（Ａ）、図２（Ｂ）は、第１及び第２の１／４波長板２４、４２の主軸方位の分布
の一例を示す図である。図２（Ａ）、図２（Ｂ）に示すように、第１及び第２の１／４波
長板２４、４２は、それぞれ、主軸方位φが光軸に対して対称（軸対称）に配置されてい
る。
【００３８】
　第１の１／４波長板２４は、主軸方位φが光軸を中心として放射状に配置されている。
すなわち、第１の１／４波長板２４については、その方位角θ（０°≦θ＜３６０°）の
範囲で主軸方位φが３６０°変化している。
【００３９】
　また第２の１／４波長板４２については、その方位角θ（０°≦θ＜３６０°）の範囲
で主軸方位φがＮ×３６０°変化している。すなわち、第１の１／４波長板２４の方位角
θにおける主軸方位をφ１（θ）とし、第２の１／４波長板４２の方位角θにおける主軸
方位をφ２（θ）とした場合に、φ２（θ）＝Ｎφ１（θ）の関係を満たすように、第１
及び第２の１／４波長板２４、４２の主軸方位を設定している。なお、図２（Ｂ）に示す
例は、Ｎ＝５とした場合の例である。
【００４０】
　ここで、第１及び第２の１／４波長板２４、４２の主軸方位φを、連続的に（滑らかに
）変化させるように構成することが望ましいが、主軸方位φを段階的に変化させるように
してもよい。例えば、図２（Ａ）、図２（Ｂ）に示す例では、第１及び第２の１／４波長
板２４、４２を、それぞれ３０個の扇形のセグメント（領域）に分割し、第１の１／４波
長板２４については、各セグメントの主軸方位φを光軸回りに１２°刻みで変化させてお
り、第２の１／４波長板４２については、各セグメントの主軸方位φを光軸回りに６０°
（５×１２°）刻みで変化させている。
【００４１】
　なお、図３（Ａ）、図３（Ｂ）に示すように、第１及び第２の１／４波長板２４、４２
は、それぞれ、主軸方位φが光軸に対して非対称に配置されていてもよい。図３（Ａ）、
図３（Ｂ）に示す例では、第１の１／４波長板２４については、その方位角θ（０°≦θ
＜３６０°）の範囲で主軸方位φが１８０°変化しており、第２の１／４波長板４２につ
いては、その方位角θ（０°≦θ＜３６０°）の範囲で主軸方位φがＮ×１８０°変化し
ている。なお、図３（Ｂ）に示す例は、Ｎ＝５とした場合の例である。すなわち、図３（
Ａ）、図３（Ｂ）に示す例では、第１及び第２の１／４波長板２４、４２を、それぞれ３
０個の扇形のセグメント（領域）に分割し、第１の１／４波長板２４については、各セグ
メントの主軸方位φを光軸回りに６°刻みで変化させており、第２の１／４波長板４２に
ついては、各セグメントの主軸方位φを光軸回りに３０°（５×６°）刻みで変化させて
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いる。
【００４２】
　再び図１を参照すると、円錐ミラー６２（コーンミラー）は、偏光解析器４０から出射
された光（検光子４４を透過した光）を放射状に反射する。円錐ミラー６２によって放射
状に反射された光は、ディスク状の光となって、円筒形のスクリーン６０に到達し、円筒
形スクリーン６０の内面には、リングビームＲＢが投射される。
【００４３】
　カメラ５０は、受光部として機能するＣＣＤイメージセンサと、撮像レンズなどにより
構成され、円筒形スクリーン６０の内面に投射されたリングビームＲＢを撮像し、画像デ
ータを演算装置７０に対して出力する。
【００４４】
　図４（Ａ）は、カメラ５０によって撮像されたリングビームＲＢに係る画像を示し、図
４（Ｂ）は、当該画像におけるリングビームＲＢの方位角θ方向の光強度分布を示す。図
４（Ｂ）に示す光強度分布は、従来の手法（２重回転位相子法）において、２つの１／４
波長板を１：Ｎの角度比で回転させながら取得していた光強度分布と同様のものである。
【００４５】
　すなわち、本実施形態によれば、従来、時系列的に偏光変調して取得していた光強度分
布を、１回の画像の撮像（１回の測定光の授受）により取得することができ、実時間での
偏光特性の測定を行うことができる。
【００４６】
　演算装置７０は、カメラ５０によって撮像された画像の光強度分布に基づき、試料３０
のミュラー行列の各要素（偏光特性を表す偏光特性要素の一例）を算出する。すなわち、
カメラ５０によって撮像された画像から、図４（Ｂ）に示すような、リングビームＲＢの
方位角θ方向の光強度分布を求める。
【００４７】
　ここで、第１の１／４波長板２４の主軸方位が、光軸回りに０°～３６０°まで変化し
ており、第２の１／４波長板４２の主軸方位が、光軸回りに０°～Ｎ×３６０°まで変化
している場合の、カメラ５０によって撮像される画像における光強度Ｉ（ｒ，θ）は、下
式のように表すことができる。
【００４８】
【数１】

【００４９】
　なお、Ｉｉｎは、偏光子２２に入射する単色光の光強度であり、θは、リングビームＢ
Ｍの方位角である。また、ｒはリングビームＢＭの半径であり、後述するように、波長情
報を入れることもできる。また、ｍ００～ｍ３３は、試料３０のミュラー行列の各要素で
ある。
【００５０】
　演算装置７０は、撮像された画像から求めた方位角θ方向の光強度Ｉ（ｒ，θ）をフー
リエ解析して、振幅成分にある試料３０のミュラー行列の要素ｍ００～ｍ３３の少なくと
も１つを算出する。なお、Ｎ＝５とした場合には、ミュラー行列の要素ｍ００～ｍ３３の
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全てを算出することができる。また、仮に第１及び第２の１／４波長板２４、４２が正確
に９０°の複屈折位相差を有していなかったり、主軸方位が光軸周りにずれて配置されて
いた場合でも、従来のキャリブレーションのアルゴリズムを導入することで、ミュラー行
列の要素ｍ００～ｍ３３を算出することができる．
　なお、光学系１０は、図１に示すように、偏光解析器４０から出射された光を円錐ミラ
ー６２の頂点に入射されるように構成されていてもよいし、図５に示すように、偏光解析
器４０から出射された光を円錐レンズ６４（コニカルレンズ）の頂点に入射させるように
構成されていてもよい。図５に示す例では、円錐レンズ６４を透過した光は、リング状の
光となって平面状のスクリーン６６に到達し、平面スクリーン６６にはリングビームＲＢ
が投射される。そして、カメラ５０は、平面スクリーンに投射されたリングビームＲＢを
撮像し、図４（Ａ）に示すようなリングビームＲＢに係る画像を取得する。
【００５１】
　また、光学系１０は、図１に示すように、円錐ミラー６２によって円筒形スクリーン６
０の内面に投射されたリングビームＲＢを、カメラ５０により撮像するように構成されて
いてもよいし、図６に示すように、円錐ミラー６２によって放射状に反射された光を、複
数のフォトディテクタ５２（受光部）を方位角θ方向に並べてなるフォトディテクタアレ
イによって検出するように構成されていてもよい。図６に示す例では、方位角θ方向に配
置された各フォトディテクタ５２が検出した光を、測定光の方位角θ方向の光強度分布と
して検出することができる。
【００５２】
　また、図１、図５に示す構成において、円錐ミラー６２又は円錐レンズ６４の側面に微
細な周期構造を設けるようにしてもよい。微細な周期構造を有する円錐ミラー６２は回折
格子として機能し、また微細な周期構造を有する円錐レンズ６４はプリズムとして機能す
るため、このような円錐ミラー６２又は円錐レンズ６４を用いることにより、偏光解析器
４０から出射された光を分光することができる。この場合には、光源１２は、白色光又は
所定の帯域成分を含む光を出射するように構成する。
【００５３】
　図７は、光源１２から２つの波長成分λ０、λ１を含む光を出射させ、偏光解析器４０
から出射された光を、微細な周期構造を有するコーンミラー６２又はコーンレンズ６４に
よって分光させた場合に、カメラ５０によって撮像された画像である。コーンミラー６２
又はコーンレンズ６４によって分光させると、図７に示すように、波長によって半径ｒの
異なる複数のリングビームＲＢを含む画像を取得することができる。すなわち、予め入射
光の波長λに対応する半径ｒを測定しておくことで、分光情報をも同時に測定することが
できる。つまり、半径ｒにおける方位角θ方向の光強度分布Ｉ（ｒ，θ）を解析すること
により、試料３０の波長毎の偏光特性を測定することができる。
【００５４】
　２．変形例
　なお、本発明の適用は上述した実施例に限定されず、種々の変形が可能である。
【００５５】
　例えば、本実施形態では、位置によって異なる複数の主軸方位を有する１／４波長板に
より第１及び第２の偏光変調器を構成する場合について説明したが、位置によって異なる
複数の複屈折位相差を有する波長板により第１及び第２の偏光変調器を構成するようにし
てもよい。
【００５６】
　例えば、図８に示す測定装置では、偏光変調器２０（第１の偏光変調器）は、偏光子２
２と第１及び第２の波長板２６、２８とを含み、偏光解析器４０（第２の偏光変調器）は
、検光子４４と第３及び第４の波長板４６、４８を含む。そして光学系１０の光学素子は
、光源１２から出射された光を、偏光子２２、第１の波長板２６、第２の波長板２８を介
して試料３０に入射させ、試料３０を透過した光を、第３の波長板４６、第４の波長板４
８、検光子４４を介して円錐ミラー６２の頂点に入射されるように配列されている。
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【００５７】
　ここで、第１の波長板２６は、その主軸方位が偏光子２２の透過軸の方位に対して４５
°の奇数倍の角度差を有するように設定され、第２の波長板２８は、その主軸方位が第１
の波長板２６の主軸方位に対して４５°の奇数倍の角度差を有するように設定される。ま
た、第４の波長板４８は、その主軸方位が検光子４４の透過軸に対して４５°の奇数倍の
角度差を有するように設定され、第３の波長板４６は、その主軸方位が第４の波長板４８
の主軸方位に対して４５°の奇数倍の角度差を有するように設定される。図８に示す例で
は、偏光子２２と検光子４４は、その透過軸の方位が０°となるように設定され、第１の
波長板２６と第４の波長板４８は、その主軸方位が４５°となるように設定され、第２の
波長板２８と第３の波長板４６は、その主軸方位が０°となるように設定される。
【００５８】
　第１、第２、第３及び第４の波長板２６、２８、４６、４８は、それぞれ、位置によっ
て異なる複屈折位相差を有する波長板であり、その機能は、スパイラル位相板や、格子状
或いは六角形状に配置された複数の画素を有し、各画素が液晶リターダとして駆動する液
晶空間位相変調器（液晶空間光変調器：Spatial Light Modulator）により実現すること
ができる。そして、第１及び第２の波長板２６、２８の各位置における複屈折位相差と、
第１及び第２の波長板２６、２８の各位置に対応する第３、及び第４の波長板４６、４８
の各位置における複屈折位相差の比が、それぞれ１：Ｎとなるように構成している。
【００５９】
　図９（Ａ）、図９（Ｂ）は、第１、第２、第３及び第４の波長板２６、２８、４６、４
８の主軸方位の分布の一例を示す図である。
【００６０】
　図９（Ａ）に示すように、第１及び第２の波長板２６、２８については、その方位角θ
（０°≦θ＜３６０°）の範囲で複屈折位相差δが３６０°変化している。
【００６１】
　また、図９（Ｂ）に示すように、第３及び第４の波長板４６、４８については、その方
位角θ（０°≦θ＜３６０°）の範囲で複屈折位相差δがＮ×３６０°変化している。す
なわち、第１及び第２の波長板２６、２８の方位角θにおける複屈折位相差をδ１（θ）
とし、第３及び第４の波長板４６、４８の方位角θにおける複屈折位相差をδ２（θ）と
した場合に、δ２（θ）＝Ｎδ１（θ）の関係を満たすように、第１、第２、第３及び第
４の波長板２６、２８、４６、４８の複屈折位相差を設定している。なお、図９（Ｂ）に
示す例は、Ｎ＝５とした場合の例である。
【００６２】
　ここで、第１、第２、第３及び第４の波長板２６、２８、４６、４８の複屈折位相差δ
を、連続的に（滑らかに）変化させるように構成することが望ましいが、複屈折位相差δ
を段階的に変化させるようにしてもよい。例えば、図９（Ａ）、図９（Ｂ）に示す例では
、第１、第２、第３及び第４の波長板２６、２８、４６、４８を、それぞれ３０個の扇形
のセグメント（領域）に分割し、第１及び第２の波長板２６、２８については、各セグメ
ントの複屈折位相差δを光軸回りに１２°刻みで変化させており、第３及び第４の波長板
４６、４８については、各セグメントの複屈折位相差δを光軸回りに６０°（５×１２°
）刻みで変化させている。
【００６３】
　図１に示す測定装置と同様に、図８に示す測定装置においても、円錐ミラー６２は、偏
光解析器４０から出射された光を放射状に反射し、カメラ５０は、円筒形スクリーン６０
の内面に投射されたリングビームＲＢを撮像する。
【００６４】
　ここで、カメラ５０によって撮像された画像におけるリングビームＲＢの方位角θ方向
の光強度分布は、従来の手法（電気光学変調法）において、第１及び第２の液晶リターダ
の複屈折位相差δ１、δ２を、δ１＝δ２＝δとし、第３及び第４の液晶リターダの複屈
折位相差δ３、δ４を、δ３＝δ４＝Ｎδとして、δを０°から３６０°まで時系列的に
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変調させながら取得していた光強度分布と同様のものである。すなわち、測定装置を図８
に示すような構成とした場合でも、従来、時系列的に偏光変調して取得していた光強度分
布を、１回の画像の撮像（１回の測定光の授受）により取得することができ、実時間での
偏光特性の測定を行うことができる。
【００６５】
　ここで、第１、第２、第３及び第４の波長板２６、２８、４６、４８の方位角θにおけ
る複屈折位相差を、それぞれδ１（θ）、δ２（θ）、δ３（θ）、δ４（θ）とすると
、カメラ５０によって撮像される画像における光強度Ｉ（ｒ，δ１（θ），δ２（θ），
δ３（θ），δ４（θ））は、下式のように表すことができる。
【００６６】
【数２】

【００６７】
　この光強度Ｉ（ｒ，δ１（θ），δ２（θ），δ３（θ），δ４（θ））をフーリエ解
析することで、振幅成分にある試料３０のミュラー行列の要素ｍ００～ｍ３３の少なくと
も１つを算出することができる。なお、仮に第１、第２、第３及び第４の波長板２６、２
８、４６、４８のもつ複屈折位相差に誤差がある場合や、主軸方位が設定したものからず
れてしまった場合でも、従来のキャリブレーションのアルゴリズムを導入することで、ミ
ュラー行列の要素ｍ００～ｍ３３を算出することができる。
【００６８】
　また、本実施形態では、偏光変調器２０から出射された光をそのまま試料３０に入射さ
せる場合について説明したが、図１０に示すように、光学系１０を、偏光変調器２０（第
１の偏光変調器）から出射された光を、集光レンズ１４（第１のレンズ）により試料３０
に集光させ、試料３０を透過した光を、コリメートレンズ１６（第２のレンズ）により平
行光として偏光解析器４０（第２の偏光変調器）に入射させるように構成してもよい。こ
のようにすると、試料３０に対して異なる複数の方向から光を入射させることができ、上
述した手法により測定光（リングビームＲＢ）の方位角θ方向の光強度を解析することに
より、それぞれの方向の光に対する試料３０の偏光特性を測定することができる。すなわ
ち、試料３０の屈折率楕円体（３方向の屈折率）の測定を１回の測定光の授受により行う
ことができる。
【符号の説明】
【００６９】
１２　光源、２０　偏光変調器、２２　偏光子、２４　第１の１／４波長板、２６　第１
の波長板、２８　第２の波長板、３０　試料、４０　偏光解析器、４２　第２の１／４波
長板、４４　検光子、４６　第３の波長板、４８　第４の波長板、５０　カメラ、６２　
円錐ミラー、６４　円錐レンズ、７０　演算装置



(13) JP 5308208 B2 2013.10.9

【図１】 【図２】

【図３】 【図５】



(14) JP 5308208 B2 2013.10.9

【図６】 【図８】

【図１０】



(15) JP 5308208 B2 2013.10.9

【図４】



(16) JP 5308208 B2 2013.10.9

【図７】



(17) JP 5308208 B2 2013.10.9

【図９】



(18) JP 5308208 B2 2013.10.9

10

20

30

フロントページの続き

(74)代理人  100090387
            弁理士　布施　行夫
(72)発明者  若山　俊隆
            埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷３８　学校法人埼玉医科大学内
(72)発明者  吉澤　徹
            埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷３８　学校法人埼玉医科大学内
(72)発明者  大谷　幸利
            東京都府中市晴見町３－８－１　国立大学法人東京農工大学内

    審査官  比嘉　翔一

(56)参考文献  特開２００４－０２０３４３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－０５８４６４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－０５８０５５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１１６０８５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－００５５４６（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００６／１０３９５３（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２００７－０９３２８９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－１８６１６２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－１２１４７９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－２３２８１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－２６７８３１（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０１Ｎ　２１／００－２１／０１
              　　　
              Ｇ０１Ｎ　２１／１７－２１／６１
              　　　　　　　　　　　　　
              Ｇ０１Ｊ　　４／００－　４／０４
              　
              ＪＳＴＰｌｕｓ（ＪＤｒｅａｍＩＩＩ）


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

